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一 般 会 計 

（予算事業別概要） 





（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 611 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 611 0 

統計調査費

目 指定統計調査費

補正前額 8,867 

要求額 611 

総務部長段階査定額 611 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-30-8104 

【１１次総の施策体系】0001 

【事業の経過及び背景】
 　５年毎に全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を調査する。

【事業の目的及び効果】 
　全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を調査し、事業所・企業の経
済活動を全国的及び地域的に明らかにするとともに、事業所・企業を対象とする各種
統計調査の母集団情報を整備することを目的とする。 
　範囲　：市全域事業所
　基準日：６月１日

【事業の内容】 
　新型コロナウイルス感染症への安全対策を図るため、事業内容を変更する。
（１）調査票回収方法の変更
（２）事業所への調査事前通知はがきの送付

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 611 0 

総００１ 項　　目　　名 経済センサス活動調査費

予算書項目 経済センサス活動調査費 ページ 27 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 629 諸収入 0 

計 629 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 629 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 48,192 

要求額 629 

総務部長段階査定額 629 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条点検業務の結果に基づき、駅南庁舎の防火設備の修繕を行う。

 【事業の目的及び効果】
　早急に修繕を行うことにより、火災発生時に利用者等の安全確保を図る。

【事業の内容】 
　駅南庁舎３階電動防火シャッター開閉器修繕等

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００２ 項　　目　　名 駅南庁舎維持管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R3

13



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,808 諸収入 0 

計 1,808 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,808 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 431,948 

要求額 1,808 

総務部長段階査定額 1,808 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131 

【１１次総の施策体系】2402

【事業の経過及び背景】 
　令和３年７月に旧本庁舎と第二庁舎の解体工事に着手し、近隣への騒音・振動など
に配慮しながら安全な作業を進めている。 

【事業の目的及び効果】 
　前回の地盤変動影響調査業務において、建築中により調査出来なかった建物の追加
調査を行うことにより、工事による影響があった場合の補償費の算定が容易となる。 

【事業の内容】 
　地盤変動影響調査業務の追加（２棟）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００３ 項　　目　　名 旧本庁舎・第二庁舎解体事業費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 4,072 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,072 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 0 

要求額 4,072 

総務部長段階査定額 4,072 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症については、都市部を中心に緊急事態宣言解除後も感染
者が確認されており、引き続き、感染症予防の対策が求められている。

【事業の目的及び効果】
　国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、「新しい生活様
式」のもとで、庁舎等における３密対策を実施し、ソーシャルディスタンス確保策等
を継続して行うことで、来庁者に安全・安心な利用環境を提供する。

【事業の内容】
　来庁者用簡易型検温カメラの設置（本庁舎他　計１８台）
　職員机用パーテーションの設置（本庁舎１階）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,072 0 

総００４ 項　　目　　名 本庁舎等管理費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 庁舎管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部 
財産経営課年度 R3

14



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

税００１ 項　　目　　名 還付金

予算書項目 還付金 ページ 25 所　　属　　名

総務部税務・債権管理局 
収納推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】管理・企画係 0857-30-8161 

【１１次総の施策体系】0003

【事業の経過及び背景】
　法人市民税には中間申告制度があり、納めた中間納付額が業績により算定した確定
納付額を超える場合には過納金を還付することとなるが、特にこの法人市民税の還付
額が当初見込みに対し増加したことによるもの。

【事業の目的及び効果】
　適切かつ迅速な還付処理を行うもの。

【事業の内容】
　令和３年度　還付金（還付加算金含む）
　　　４－８月（実績）　５８，７１４千円
　　　９－３月（見込）　３５，７００千円
　　　合　　計（見込）　９４，４１４千円（補正額２２，４１４千円）

　※還付金の実績（過去３年）
　　市民税(個人・法人)、固定資産税都市計画税、軽自動車税の還付金
　及び還付加算金
　　　平成３０年度　　１２０，９７５千円
　　　令和　元年度　　　９７，４３２千円
　　　令和　２年度　　　８５，６５２千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 22,414 0 

徴税費

目 賦課徴収費

補正前額 72,000 

要求額 25,000 

総務部長段階査定額 22,414 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 22,414 諸収入 0 

計 22,414 その他 0 

行財政改革課処理欄

15



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００１ 項　　目　　名 市政広報費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 市政広報費 ページ 25 所　　属　　名

企画推進部 
秘書課年度 R3

一般会計 【問合せ先】広報室 0857-30-8008 

【１１次総の施策体系】2203 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症やアフタ―コロナに関する情報、ワクチン接種等につい
て、市としての対応や支援策などの 信頼できる情報を適切に発信することが求められ
ている。 

【事業の目的及び効果】 
　情報の伝達力が強いメディアの特性を生かしながら、新型コロナウイルス感染症や
アフターコロナ対応、ワク チン接種に関する情報、市の方針・施策について効果的に
情報提供を行っていくことで、 市民生活の安心・安全を確保する。 

【事業の内容】 
　テレビスポットＣＭ・・・スポットＣＭ：１５秒ＣＭを放送（民放２社）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,280 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,280 0 

総務管理費

目 文書広報費

補正前額 0 

要求額 5,280 

総務部長段階査定額 5,280 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 5,280 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

1,075 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

1,075 0 

社会教育費

目 文化振興費

補正前額 8,547 

要求額 1,075 

総務部長段階査定額 1,075 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-30-8021 

【１１次総の施策体系】2301 

【事業の経過及び背景】 
　旧鹿野小学校体育館は、本市がＮＰＯ法人鳥の劇場に貸付を行うことにより、常設
型の劇場として活用されている。本年３月、本市が実施した建築基準法第１２条点検
業務（防火設備点検）において、建物出入口に設置されている防火シャッターのう
ち、１基に開閉の不具合があることが判明したもの。

【事業の目的及び効果】 
　法令に基づき、施設を適正に管理することにより、安全性や機能を維持すること
で、市民に文化芸術の鑑賞機会を提供する。

【事業の内容】 
　経年劣化により不具合が生じている防火シャッターの開閉機や感知器の交換等を実
施する。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

一般財源 1,075 諸収入 0 

企００２ 項　　目　　名 文化振興費

予算書項目 文化振興費 ページ 35 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 R3

16



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００１ 項　　目　　名 戦略的移住定住推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 総合企画費 ページ 25 所　　属　　名

市民生活部 
地域振興課年度 R3

一般会計 【問合せ先】移住定住促進係 0857-30-8173 

【１１次総の施策体系】2201 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により、都市部で開催される相談会の多くが中止
となるなか、インターネット上で移 住検討者との繋がりを築くことがより重要となっ
ており、本市の魅力や特色ある取組を伝える動画の作成や、とっとり暮らしをイメー
ジしていただくための移住定住専用ＷＥＢサイトの構築に取り組んでいる。

【事業の目的及び効果】 
　こうした状況の中、移住検討者の関心をさらに引き寄せるため には、本市の魅力や
各施策を伝えるコンテンツをより戦略的に情報発信（ＳＮＳ等を活用したＷＥＢ集客
の向上等）する ことがより重要となる。その手法について、移住者の受け入れに関わ
る地域団体や民間組織等がウェブマーケティングの専門家等から学ぶ機会 を設け、ア
フターコロナにおける定住・関係・交流人口の拡大を図る。 

【事業の内容】 
　ウェブマーケティング学習会
　　移住定住の情報発信に関わる関係者を対象にＳＥＯ(検索エンジン最適化)やＳＮ
    Ｓ活用、ＷＥＢ広告などのコンテンツ・マーケティングを学ぶ。
　　　全３回　　　　　　　６００千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 600 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 600 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 600 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 600 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

市００２ 項　　目　　名 個人番号カード関連事務費

予算書項目 個人番号カード関連事務費 ページ 27 所　　属　　名

市民生活部 
市民課年度 R3

一般会計 【問合せ先】マイナンバーカード係 0857-30-8196 

【１１次総の施策体系】2405 

【事業の経過及び背景】 
　「社会保障・税番号制度」の施行（平成２７年１０月１日）に伴い、マイナンバー
カードの 交付事務を実施している。国は、令和４年度中にほぼすべての国民がマイナ
ンバーカードを保有することを目標にかかげていることから、法定受託事務として市
町村におけるマイナンバーカードの普及促進に取り組んでいる。

【事業の内容】 
　個人番号カード交付事業費補助金の算定にあたり、補助対象事業費から差し引かれ
る、手数料（市民から徴収した個人番号カード再交付手数料等）を、国に少なく報告
したことにより、当該補助金を過大受領していたため返還するもの。

　　　　　　　　　　交付済額　　　　　　本来交付額　　　　　返還額

　平成２８年度　　２８，９０２千円　　２８，８９４千円　　　　８千円
　平成２９年度　　１４，０４９千円　　１４，０４２千円　　　　７千円
　平成３０年度　　１４，２１０千円　　１４，１９３千円　　　１７千円
　令和　元年度　　２５，０９３千円　　２５，０８４千円　　　　９千円
　令和　２年度　　８０，１８３千円　　８０，１８１千円　　　　２千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計４３千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 43 0 

戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 200,285 

要求額 43 

総務部長段階査定額 43 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 43 諸収入 0 

計 43 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 地域介護・福祉空間整備等補助金

予算書項目 地域介護・福祉空間整備等補助金 ページ 27 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211 

【１１次総の施策体系】1202 

【事業の経過及び背景】 
　国の令和３年度当初予算において、介護施設等における防災・減災対策を推進する
ため、 スプリンクラー等の整備、老朽化に伴う大規模修繕等のほか、施設の耐震化整
備、倒壊の 危険性のあるブロック塀等の改修、水害対策、災害時に施設機能を維持す
るための電力・水の確保を自力でできるよう非常用自家発電設備・給水設備の整備助
成が予算計上された。

【事業の目的及び効果】 
　国の交付金を積極的に活用し、認知症高齢者グループホーム等防災改修（財源：国
１０／１０ ）、非常用自家発電設備の整備（財源：国１／２、市１／４、事業者１／
４）、水害対策強化（財 源：国１／２、市１／４、事業者１／４）、給水設備整備
（財源：国１／２、市１／４、事業者１／４）を行 う事業者に対して助成を行い、介
護基盤の強化を通じて利用者の安全・安心を確保する。 

【事業の内容】 
　市内事業者から実施要望のあったものについて、国の地域介護・福祉空間整備等交
付金を 活用し、介護関連施設の設備改修の支援を行う。 
　＜認知症高齢者グループホーム等防災改修支援事業＞ 
　　■４事業所　　２２，５５０千円 
　＜高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業＞ 
　　■１事業所　　４１，１４４千円 
　＜高齢者施設等の水害対策強化事業＞ 
　　■１事業所　１７８，１５７千円 
　＜高齢者施設等の給水設備整備事業＞ 
　　■１事業所　　３６，７８３千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 193,272 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 278,634 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 278,634 

総務部長段階査定額 278,634 

地方債 85,300 0 

その他 0 0 

一般財源 62 諸収入 0 

計 278,634 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００２ 項　　目　　名 高齢者居住環境整備助成費

予算書項目 高齢者居住環境整備助成費 ページ 27 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212 

【１１次総の施策体系】1202 

【事業の経過及び背景】 
  高齢者が介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮ら
し続 けることができるまちづくりが求められている。 

【事業の目的及び効果】 
  経済的に住宅改修が困難な世帯が、居室・浴室・トイレなどを要介護・要支援状態
の高 齢者に配慮した仕様にする改修工事費に対して助成を行い、高齢者が安全に安心
して在宅 生活をおくることができる居住環境を確保する。 

【事業の内容】 
（１）対象者
　　　要介護・要支援の認定を受けている者で本人及び同一住所を有する者が すべて
　　市民税非課税の者 
（２）対象工事
　　　手すりの取付、段差の解消、滑り止め防止の床材の変更、引き戸等への取替、
　　和式便器の取替等 
（３）助成金額
　　　助成対象経費２００千円までは３分の２、２００千円超～８００千円まで は
　　２分の１（給付限度額４３３，０００円） 
 （４）補正内容
　　　当初予算時４件見込み　→　６件見込み

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 111 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 559 0 

社会福祉費

目 老人福祉費

補正前額 1,320 

要求額 655 

総務部長段階査定額 559 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 448 諸収入 0 

計 559 その他 0 

行財政改革課処理欄

18



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００３ 項　　目　　名 行旅死亡人等取扱費

予算書項目 行旅死亡人等取扱費 ページ 27 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 R3

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取警察署から、自死とみられる遺体（身元不明・葬祭執行者なし）の埋火葬依頼
を受 け、行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づき、死亡地である本市が遺体の火葬等を
行う必要が生じた。 

【事業の目的及び効果】 
　身元が不明で葬祭執行者のいない遺体について、本市が適切に葬祭を行うことによ
り、 公衆衛生の維持を図る。 

【事業の内容】 
　官報公告　９６３円×１．１×１６行＝１６，９４８円 
　葬祭費用　１７５，０２６円（市費負担分）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 193 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 193 

総務部長段階査定額 193 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 193 諸収入 0 

計 193 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 848 諸収入 0 

計 2,042 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,042 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 5,646 

要求額 2,947 

総務部長段階査定額 2,042 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　家族の支援が得られず、産後の休養がとれなかったり、心身の不調により育児が行
えないなど、産後の母体の休 養やケア、乳児のケア等に支援が必要となっている。ま
た、 新型コロナウイルス感染症の拡大により、県外の支援者が来ることができない、
里帰り出産ができない等で、支援が必要な母子が増加している。

【事業の目的及び効果】 
　産後間もない時期に、助産師等が、母親の身体的回復と心理的な安定を図るととも
に、母親自身がセルフケア能力を育み、愛着形成を促進することで、母親とその家族
が健やかな育児ができるよう支援する。

【事業の内容】 
　産後ケア事業として、家族等から十分な援助が受けられず、かつ、体調不良や育児
不安等 がある出産後４か月未満の母子を対象に、母子ショートステイサービス、母子
デイサービス、ママゆったりの３事業により、保健 指導や育児相談、育児手技等のケ
アを提供しているが、利用件数の増加が見込まれるため、委託料の増額を行う。
　母子デイサービス　　　94日×18,000円＝1,692,000円
　母子ショートステイ　　35日×10,000円＝　350,000円

　※母子保健衛生費国庫補助金（妊娠・出産包括支援事業）　補助率：国１／２ 
　　鳥取県産後ケア無償化事業補助金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,194 0 

健００１ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 27 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 20,820 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 20,820 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 0 

要求額 20,820 

総務部長段階査定額 20,820 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122

【１１次総の施策体系】1201

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により、子どもの見守り機会が減少し、 児童虐待
のリスクが高まっていることから、国において、子ども食堂等の支援を行う民間団体
等も含め た様々な地域ネットワークを総動員し、支援ニーズの高い子ども等を見守
り、必要な支援 につなげることができる体制の強化を推進するため、「支援対象児童
等見守 り強化事業」が実施されることとなった。これに呼応し、本市においても、子
ども食堂等実施者に委託して、支援が必要な児 童の状況把握と、それに付随する食事
の提供、学習 支援等を実施する。 

【事業の目的及び効果】 
　民間団体等が、要保護児童対策地域協議会の支援対象児童等として登録されている
児童等の居宅を訪問するなどし、状況の把握や食事の提供、学習・生活指導支援等を
行うこ とにより、子どもの見守り体制の強化を図る。 

【事業の内容】 
　鳥取市要保護児童対策地域協議会に登録されている支援対象児童等と、実施事業者
から報告 を受け見守りが必要と判断した児童等に対して、家庭訪問を行うなどして状
況を把握しながら、食事の提供、学習支援、生活指導等を行う事業を、子ども食堂等
を実施する事業 者に委託して実施する。 
　対象者　１００件（見込み）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 20,820 0 

健００２ 項　　目　　名 支援対象児童等見守り強化事業費（新型コロナウイルス感染症対策）

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 27 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R3

20



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００１ 項　　目　　名 感染症対策推進事業費

予算書項目 感染症予防費 ページ 29 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
保健医療課年度 R3

一般会計 【問合せ先】感染症・疾病対策係 0857-30-8532 

【１１次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　令和３年４月１日から８月３日までに７，３４６件のＰＣＲ等検査を実施した。新
型コロナウイルス感染症の陽性者数は、特に７月下旬以降、複数のクラスター発生、
若年層への感染拡大、感染力の強い変異株等の影響で急激に増加している。

【事業の目的及び効果】 
　今後も感染拡大防止のため、幅広の検査実施に取り組むこととしており、上半期に
おける全国的な新型コロナウイルス感染拡大の状況を受け、下半期についても十分な
検査実施体制を確保することを目的とする。

【事業の内容】 
　衛生環境研究所等検査（新型コロナウイルス感染症）委託料の増額 
　　検査１０，３００件分　　１４３，５１７千円

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 71,758 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 143,517 0 

保健衛生費

目 予防費

補正前額 271,086 

要求額 143,517 

総務部長段階査定額 143,517 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 71,759 諸収入 0 

計 143,517 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００２ 項　　目　　名 健康づくり応援推進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 健康づくり推進事業費 ページ 29 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
健康・子育て推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】健康づくり係 0857-30-8581 

【１１次総の施策体系】1301

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、外出の自粛に伴い身体活動の
機会 が減少した結果、筋力低下や人とのつながりが減少することによる認知機能の低
下が見ら れており、解消が必要とされている。 

【事業の目的及び効果】 
　新型コロナウイルス感染症対策による外出自粛に伴う筋力低下や認知機能の低下の
解消 が求められていることから、コロナ禍においても感染症対策を行ったうえで、身
近な地域 において、本市独自のしゃんしゃん体操を活用した健康づくり教室を実施し
健康状態の保 持すること及び地域の人とのコミュニケーションをとることにより、心
身の健康づくりを 推進することを目的として実施する。また、健康運動指導士による
自宅でもできる体操等 の運動指導を実施する。 
　なお、実施にあたっては、鳥取市民健康づくり地区推進員、しゃんしゃん体操普及
員、 健康運動指導士等と連携し、開催場所の設定や参加への呼びかけを行う。 

【事業の内容】 
（内容） 
　しゃんしゃん体操 
　健康運動指導士による運動相談及び指導 

（対象地域等） 
　今年度、しゃんしゃん体操普及員養成講座修了者の在住地域を中心とし、希望する
地域 で実施する。１地域３回程度を目途とする。

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 585 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 585 0 

保健衛生費

目 健康対策費

補正前額 0 

要求額 585 

総務部長段階査定額 585 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 585 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 企業立地促進補助金

予算書項目 企業誘致促進事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R3

一般会計 【問合せ先】誘致・振興係 0857-20-3225 

【１１次総の施策体系】2102 

【事業の経過及び背景】 
　有効求人倍率が１倍を超える状況で推移しているが、市内製造業の１人当たりの付
加 価値額が山陰他都市に比べ低い状況にある。

【事業の目的及び効果】 
　企業の立地を促進し、産業構造の高度化及び雇用機会の拡大を図る。 

【事業の内容】 
　①企業立地促進補助金（通常メニュー） 
　　対象事業：製造業、自然科学研究所、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス
　　　　　　　業など 
　　補助金額：投資額×１０％、上限２００，０００千円 
　　交付条件：投資額、新規常用雇用者数及び付加価値額に要件あり 

〈今回補正額〉
　①当初８件⇒見込１５件（１３４，４０２千円増額）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 134,402 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 330,780 

要求額 201,402 

総務部長段階査定額 134,402 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 134,402 諸収入 0 

計 134,402 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 布袋工業団地整備事業費

予算書項目 企業誘致促進事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R3

一般会計 【問合せ先】誘致・振興係 0857-20-3225 

【１１次総の施策体系】2102

【事業の経過及び背景】 
　本市の分譲可能な未利用地は不足してきている。特に１ｈａ以上の工業用地がな
く、立 地を希望する企業のニーズに応えることができなかった。 

【事業の目的及び効果】 
　企業誘致を戦略的に行うため、その受け皿となる新たな工業団地を整備することに
よ り、地域経済の活性化と雇用の創出を図る。 

【事業の内容】 
　造成工事（４ｈａ）において、造成盛土の土質及び晴天の影響により、周辺地域へ
の砂埃被害が発生。散水及び植物の播種（クローバー）により被害防止を図る。
　散水：延べ７２台（３，８００Ｌ／日）
　播種：４ｈａ（種子８０ｋｇ）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,089 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 45,019 

要求額 4,089 

総務部長段階査定額 4,089 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,089 諸収入 0 

計 4,089 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 ＳＤＧｓ未来都市推進事業費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 R3

一般会計 【問合せ先】誘致・振興係 0857-20-3225  
【１１次総の施策体系】 2101
【事業の経過及び背景】 
　ＳＤＧｓの推進に向けて内閣府が創設した「ＳＤＧｓ未来都市」制度について、本
市がこのたび 提案した『サスティナビリティ×イノベーションで「農村から真の持続
可能なまち」を実 現する』が優れた内容と認められ、今年度、本市は「ＳＤＧｓ未来
都市」に選定された。  

【事業の目的及び効果】 
　ＳＤＧｓ未来都市として目指すゴールへ向けて、市民、企業、団体等の多様なス
テークホル ダーと連携・協働しながら、「生産性の高い次世代農業の育成支援」「新
たな電源供給モ デルの実用化支援」「新たなワーケーションプログラムの創出支援」
など、具体的な施策 を進めていく。  

【事業の内容】 
（新規）ＳＤＧｓ未来都市プロジェクト推進協議会運営経費 　９，２９０千円
　　経済・社会・環境各側面が有機的に繋がるよう、各ステークホルダーを集めた連
　絡協議 会を設立する。運営のための補助職員を別途配置し、あわせて、Ｗｅｂペー
　ジ等の作成や、セミナーの開催などにより情報発信を進めていく。 
（新規）ＳＤＧｓ意識向上事業支援補助金　２，０００千円 
　　鳥取市ＳＤＧｓ未来都市の取組に共感・賛同し、意識向上に繋がる仕組みづくり
　（啓発用ア プリの構築や普及グッズの販売等）の企画・試作経費を支援する。補助
　率は１／２、補助上 限額は１，０００千円。 
（新規）リサイクル材活用型農業生産拡大事業支援補助金　１，０００千円 
　　リサイクル材を活用した効率的な農業生産を進めていくため、農地への実装に係
　る経費 の一部を支援する。補助率は１／２、補助上限額は５００千円。 
（新規）交流・研修施設整備支援補助金　２，０００千円 
　　ワーケーションの参加者がテレワークや地域交流に活用できる交流・研修施設の
　整備を 進めるため、設備投資の経費を支援する。補助率は２／３、補助上限額は
　１，０００千円。
（新規）ワーケーションプログラム開発費　３，０００千円
　　ＳＤＧｓ未来都市の取組を学ぶワーケーションプログラムの開発を委託する経費

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 8,645 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 17,290 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 17,290 

総務部長段階査定額 17,290 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 8,645 諸収入 0 

計 17,290 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００５ 項　　目　　名 オンライン観光体験ツアー等誘客促進事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 観光宣伝事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 

【１１次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】 
　長引く新型コロナウイルス感染症の影響により観光需要が低迷する中、アフターコ
ロナを見据えた誘客等の取組を進め、観光産業の復興・再生につなげる必要がある。 

【事業の目的及び効果】 
　ＤＭＯや旅行会社等と連携したオンラインによる観光体験ツアーを企画し、本格的
な旅行需要の回復の際に、選ばれる旅先 となるようファンづくりを進める。 
　加えて、市内観光地を周遊する割引旅行商品の造成・販売を行い、実際の送客に結
びつけ、観光産 業の復興・再生を図る。 

【事業の内容】 
　■オンライン観光体験ツアーを通じたプロモーション（１，１５５千円） 
　　内　　容：進行役が現地からの中継や映像等を通じて、オンラインで参加者に観
　　　　　　　光地や特産品等を紹介し、双方向でコミュニケーションを深める。
　　　　　　　・企画造成実施費　　７７０千円
　　　　　　　・プロモーション費　３８５千円
　　案内先等：鳥取砂丘、砂の美術館、白兎海岸、各温泉地、圏域のグルメ等 
　　参加者数：１００人 

　■旅行商品の造成・販売 （８，５８６千円）
　　内　　容：砂丘やカニなど、人気の高い旅行商品を割安で造成・販売（日帰りツ
　　　　　　　アー1,000人分、個人宿泊旅行100人分）し、観光需要を創出する。
　　　　　　　・割引旅行商品造成　６，０５０千円
　　　　　　　・プロモーション費　２，５３６千円
　　主な周遊先等：鳥取砂丘、砂の美術館、賀露港、白兎海岸など

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,741 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,741 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 9,741 

総務部長段階査定額 9,741 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 9,741 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００６ 項　　目　　名 砂の美術館管理運営費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、防火扉・防火シャッターの開
閉に 不備があることが判明した。 

【事業の目的及び効果】 
　防火扉・防火シャッターの修繕を行い、適正な施設管理を行う。 

【事業の内容】 
　鳥取砂丘砂の美術館
　・防火扉の開閉調整　　　　　　　　　　１か所 
　・防火シャッターのバッテリー交換　　　１か所　　　　　　 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 173 0 

商工費

目 観光費

補正前額 34,704 

要求額 173 

総務部長段階査定額 173 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 173 諸収入 0 

計 173 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００７ 項　　目　　名 河原城管理事業費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　お城山展望台「河原城」の消防用設備等点検結果報告において、設備の不良箇所が
見つか り、消防署から早期の是正指示があった。 

【事業の目的及び効果】 
　不備のあった消防設備を更新・修繕し、施設の適正な維持管理を図る。 

【事業の内容】 
　お城山展望台「河原城」
　・避難器具の基礎固定部の修繕　　　６か所
　・避難器具収納キャビネットの更新　　１台
　・斜降式救助袋の更新　　　　　　　　１本

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,792 0 

商工費

目 観光費

補正前額 20,226 

要求額 2,792 

総務部長段階査定額 2,792 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,792 諸収入 0 

計 2,792 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００８ 項　　目　　名 鳥取市道の駅管理運営費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　①建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、道の駅清流茶屋かわはらの
　　防火 シャッターの開閉に不備があることが判明した。 
　②道の駅清流茶屋かわはらの厨房及び飲食スペースの空調設備（ＧＨＰ室外機）が
　　経年劣化により 故障し、業務に支障をきたしている。 

【事業の目的及び効果】 
　①防火シャッターの修繕を行い、適正な施設管理を行う。 
　②空調設備の更新を行い、施設の適正な維持管理を行う。また、空調設備の応急措
　　置と して簡易空調（スポットクーラー）を借上げ、円滑な管理運営を行う。 

【事業の内容】 
　道の駅清流茶屋かわはら
　・防火シャッターのバッテリー交換　　　　２か所 　　　　  （４９千円）
　・空調設備（ＧＨＰ６号機）の更新　 　 　　１式 　　（７，１９４千円）
　・簡易空調（スポットクーラー）の借上　　　３台　　  　（２９７千円）　　　 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,540 0 

商工費

目 観光費

補正前額 13,314 

要求額 7,540 

総務部長段階査定額 7,540 

地方債 0 

ka

0 

その他 0 0 

一般財源 7,540 諸収入 0 

計 7,540 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００９ 項　　目　　名 観光産業復興再生支援事業費（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

予算書項目 観光産業育成支援事業費 ページ 33 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】観光振興係 0857-30-8292 

【１１次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルスの影響を受ける観光産業を下支えするため、昨年度から観光事
業者の感染防止対策の取組等を中心に支援を行ってきたが、将来的なコロナからの復
興・再生を見据え、観光事業者が行う前向きな投資に対する支援が求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　観光資源の掘り起こし・磨き上げや新たな観光コンテンツ等の開発、受入環境の整
備など、観光事業者による前向きな投資を支援すること で、観光産業の復興・再生を
図る。 

【事業の内容】 
　■観光産業復興再生支援事業補助金 
　　対象事業：観光資源の掘り起こし・磨き上げ、新たな観光コンテンツや商品・メ
　　　　　　　ニュー等の開発、 ＨＰコンテンツの充実、ＩＣＴ環境など受入環境の
　　　　　　　魅力向上につながる施設の 改修、誘客促進キャンペーンの開催　等 
　　補助率等：補助率４／５（上限額２，０００千円×５件）

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 10,000 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,000 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 10,000 

総務部長段階査定額 10,000 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 10,000 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経０１０ 項　　目　　名 観光施設運営事業費特別会計へ繰出

予算書項目 観光施設運営事業費特別会計へ繰出 ページ 33 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291

【１１次総の施策体系】2202

【事業の経過及び背景】
　①遊漁センター櫓かい側の給水設備の不具合による漏水が発生した。
　②建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、国民宿舎山紫苑の防火扉の
　　開閉の不備が判明した。
　③新たな旅のスタイルへの対応や宿泊施設を核とした地域観光ビジネスの展開が国
　　によって打ち出される中、経営改善に取り組む山紫苑も、ワーケーションの拠点
    や県認定の「サイクリストに優しい宿」として、施設の魅力向上のための受入環
    境整備が求められている。

【事業の目的及び効果】
　施設の適正な維持管理や山紫苑による観光客の新しい受入スタイルの構築を支援す
るため、観光施設運営事業費特別会計へ繰出しするもの。

【事業の内容】
　①遊漁センターの漏水箇所の修繕　１式
　②山紫苑新館防火扉の開閉調整（３か所）、収納用金具の交換（１か所）
　③山紫苑の施設改修
　　・ワークスペースの新設
　　・バリアフリー風呂の改修
　　・脱衣場のトイレの改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 15,950 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,753 0 

他会計繰出

目 観光施設運営事業費特別会計へ繰出

補正前額 3,623 

要求額 18,149 

総務部長段階査定額 16,753 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 803 諸収入 0 

計 16,753 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００１ 項　　目　　名 農産物加工センター管理運営費

予算書項目 農産物加工センター管理運営費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】農政係 0857-30-8302 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　農産物の加工技術の習得・向上により地域農業の振興を図ることを目的に、市内各
地に 農産物加工等施設を整備している。現在は、施設の効率的な運営管理と併せ、
「鳥取市公 共施設再配置基本計画」に基づき、施設の地元移管等も進めている。 

【事業の目的及び効果】 
　農産物加工等施設の修繕を行い、各施設の機能保全を図る。

【事業の内容】 
○国府町転作促進集会研修施設　七草の家
　外階段修繕　２６７千円
　排煙窓修繕　４８０千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 747 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 25,587 

要求額 3,231 

総務部長段階査定額 747 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 747 諸収入 0 

計 747 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００２ 項　　目　　名 新規就農推進事業費

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　農業者等の高齢化、減少等の問題に対応するため、県内外から就農意欲の高い若者
を呼 び込み、新規就農者の育成確保や円滑な就農定住を促進するための支援に取り組
んでいる。 
　また、地域農業の担い手として位置付けられる農業経営主が、 将来その経営を移譲
する親族（子）に対して農業技術や経営ノウハウ等を習得させるため の研修を実施す
る際にも支援を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　農業研修生や農業後継者の確保及び円滑な就農のための支援 

【事業の内容】 
　令和３年４月からとっとりふるさと就農舎で新規就農希望者が研修を受けており、
研修事業の実施に要する講師確保及び研修設備（農機）の修繕を行う。
　①就農舎研修事業費　 　１，３３０千円
　②就農舎農機修繕費　　 　　２０１千円（籾乾燥機）

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,531 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 10,120 

要求額 2,005 

総務部長段階査定額 1,531 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,531 諸収入 0 

計 1,531 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００３ 項　　目　　名 新規就農営農支援事業費

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　新規就農者の定着を図るため、経営が不安定な就農初期の支援策として給付金の給
付や 就農時の負担軽減のための農地賃借料助成、住居家賃助成による支援を行ってい
る。 

【事業の目的及び効果】 
　新規就農を目指す青年等が、安定して就農初期の経営を行うことができるよう生活
支援 を行うとともに、農地賃借料助成を行うことで就農時の負担を軽減する。 

【事業の内容】 
　新規就農予定者１名が青年等就農計画の認定を受け、令和４年１月に就農予定のた
め、就農に伴う給付金（人材投資資金）を給付する。

　農業次世代人材投資資金：７５０千円（１人）

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 750 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 750 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 17,043 

要求額 750 

総務部長段階査定額 750 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 750 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００４ 項　　目　　名 共同利用施設整備等事業費

予算書項目 共同利用施設整備等事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】農政係 0857-30-8302 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　地域農業の振興により雇用創出や所得向上を図ることを目的に、市内各地に農作業
場や 農機具保管庫等の共同利用施設を整備している。現在は、施設の効率的な運営管
理と併せ 、「鳥取市公共施設再配置基本計画」に基づき、これらの施設の地元移管等
を進めている 。 

【事業の目的及び効果】 
　共同利用施設の修繕を行い、施設の機能保全を図る。

【事業の内容】
　①馬場水耕栽培施設
　　４号棟の遮光カーテン及びガラス修繕　　　３，６８５千円
　　７号棟の冷却チラー故障修繕　　　　　　　１，０７３千円
　　７号棟の循環ポンプ故障修繕　　　　　　　　　１３７千円
　②鹿野町法楽寺農産物出荷場シャッター修繕　　　２４３千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,138 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 10,765 

要求額 6,950 

総務部長段階査定額 5,138 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,138 諸収入 0 

計 5,138 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００５ 項　　目　　名 みんなでやらいや農業支援事業費

予算書項目 みんなでやらいや農業支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　本市では農地の遊休化、農業者の高齢化が進行する状況下である。その中で、生産
規模 拡大等を目指す意欲ある農業者が作成する計画（プラン）に対し支援を行うこと
で、地域農業の振興、活性化、農業者の所得向上を図っている。 

【事業の目的及び効果】 
　意欲ある農業者、農業集団等が目的達成のために作成したプランに位置づけた取組 
に対し支援を行い、地域農業の振興や活性化を図る。 

【事業の内容】
　がんばる農家プラン（旧チャレンジプラン）事業
　県費分補助金返還：２件　１，８２４千円
　①平成２０年度に販売施設を建てるために事業活用した補助事業者が事業中止する
　　こととなり、建屋を処分することから、残存価格の補助金返還を行うもの。
　②平成２９年度から令和元年度にかけて雇用による支援を受けた補助事業者におい
　　て、雇用期間満了前に雇用者が退職したため、雇用しないこととなった期間分の
　　補助金返還を行うもの。

　※その他財源の諸収入は、補助事業者からの返還金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,824 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 8,388 

要求額 1,824 

総務部長段階査定額 1,824 

地方債 0 0 

その他 1,824 0 

一般財源 0 諸収入 1,824 

計 1,824 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００６ 項　　目　　名 産地主体型就農支援モデル確立事業

予算書項目 産地主体型就農支援モデル確立事業 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】担い手支援係 0857-30-8305 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　産地の維持・発展に必要な新規就農者の確保、定着をより円滑に進めるためには、
地域 ぐるみでの受入体制の構築が求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　産地が主体的に後継者を確保・育成する仕組みとして、産地の将来ビジョンに基づ
き、 新規就農希望者に対する技術習得研修、継承すべき優良農地の維持管理、研修や
営農開始 に必要な機械・施設整備等を先行して進め、パッケージで支援する体制づく
りを支援し、受入体制の構築を進める。 

【事業の内容】 
　●新規就農者の確保育成に必要な活動に要する経費 　１件　200千円
　　補助率：10/10（県1/2、市1/2）、補助額（上限）：200千円（地区） 
　●新規就農者等が賃借するまでの間、生産者グループ等が行う優良園を維持管理す
　　る経費　１件　680千円（梨園17ａ） 
　　補助率：10/10（県1/2、市1/2）、補助額（定額）：400千円/10ａ（梨園）

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 440 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 880 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 880 

総務部長段階査定額 880 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 440 諸収入 0 

計 880 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００７ 項　　目　　名 令和３年度鳥取市柿梨等霜雹害対策緊急支援事業費

予算書項目 令和３年度鳥取市柿梨等霜雹害対策緊急支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　令和３年４月１０、１１日の降霜及び４月１７、１８日の降雹により、柿・梨等に
おいて結実不良や幼果、葉の傷害の発生といった被害が生じており、被害 を受けた果
樹園において、次期作に向けた緊急防除等の追加的な栽培管理が必要となった 。 

【事業の目的及び効果】 
　降霜及び降雹により被害を受けた果樹園において、緊急防除を行うことで病害虫の
まん 延を防ぎ、生産安定と生産者の営農意欲及び産地の維持・向上を図る。 

【事業の内容】  
　内　　容：柿梨等の緊急防除に必要な農薬の購入経費への助成 
　対 象 者：農業者、生産組織、農協　158件
　　　　  　降霜及び降雹により概ね３割以上の収量減が見込まれると鳥取市が指定
　　　　　　した 地域又は場所（鳥取市全域を想定）で、原則５ａ以上の果樹栽培を
　　　　　　行う農家 
　助成金額：10ａあたりの農薬代の算定基準額4,000円×2/3（県1/3・市1/3）
　被害面積：鳥取市全域　約6,000ａ

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 800 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,600 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 1,600 

総務部長段階査定額 1,600 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 800 諸収入 0 

計 1,600 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００８ 項　　目　　名 鳥取市柿梨等霜被害総合対策事業費

予算書項目 鳥取市柿梨等霜被害総合対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　令和３年４月１０、１１日の降霜により、柿・梨等において新芽の枯死や花が褐色
したことに よる実止まり等の不良の発生といった被害が生じており、被害を受けた果
樹園におい て、再発防止に向けた対策が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　降霜による被害を受けた果樹園において、防霜ファン及び散水施設などの被害防止
施設等 の整備を促進し、気象災害に強い産地づくりと柿梨等の生産安定を図る。 

【事業の内容】 
　 内　容：降霜被害の防止に必要な、防霜ファン及び散水施設などの被害防止施設等
　　　　　の 整備に対する助成 
　対象者：農協、生産組織、認定農業者等　22件 
　補助率：2/3（県1/2・市1/6）　※補助金上限額2,000千円/10ａ

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 28,215 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 37,620 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 37,620 

総務部長段階査定額 37,620 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 9,405 諸収入 0 

計 37,620 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００９ 項　　目　　名 鳥取市大雨被害農作物緊急防除対策事業費

予算書項目 鳥取市大雨被害農作物緊急防除対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】生産振興係 0857-30-8304 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　令和３年７月の大雨の影響により生育途中の園芸品目（白ネギ、アスパラガス等）
及び大豆等のほ場が冠 水し、農作物に病害虫がまん延する恐れがあったことから、病
害虫の緊急防除及び除草対 策が必要となった。 

【事業の目的及び効果】 
　大雨の影響により病害虫がまん延するおそれがある園芸品目のほ場におけ る緊急防
除及び大豆のほ場における除草対策を行い、病害虫のまん延を防ぎ、生産安定と 生産
者の営農意欲及び産地の維持・向上を図る。 

【事業の内容】  
　内　　容：令和３年７月の大雨の影響により病害虫がまん延するおそれがある園芸
　　　　　　品目、大豆のほ場において、令和３年７月７日から令和３年８月６日ま
　　　　　　での間 に緊急的に行う病害虫防除及び除草対策に必要な農薬の購入経費
　　　　　　に対する 支援 
　対 象 者：農業者、生産組織、農協　180件 
　対象品目：園芸品目（白ネギ、アスパラガス等）、大豆 
　補 助 率：2/3（県1/3・市1/3） 
　上 限 額：園芸品目　3,600円/10a
　　　　　　大豆　　　5,500円/10a
　対象面積：園芸品目　約34ha
　　　　　　大豆　　　約 6ha

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 518 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,036 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 1,036 

総務部長段階査定額 1,036 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 518 諸収入 0 

計 1,036 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１０ 項　　目　　名 野生鳥獣被害防止事業費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 31 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　野生鳥獣による農作物被害が増加傾向にあり、有害鳥獣の駆除を委託している狩 猟
免許所持者は高齢化により減少している。 

【事業の目的及び効果】 
　狩猟者が行うイノシシ等の捕獲に対して必要な補助金を交付することにより、 農業
の生産活動の安定を図る。 

【事業の内容】 
　シカの緊急捕獲事業　捕獲確認用ボード（５０枚）　２６９千円 
　　　　　　　　　　　捕獲確認用スプレー赤白　　　　３０千円 　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 299 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 299 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 100,589 

要求額 299 

総務部長段階査定額 299 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 299 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,178 諸収入 0 

計 3,178 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,178 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 106,409 

要求額 4,742 

総務部長段階査定額 3,178 

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　野生鳥獣による農作物被害が増加傾向にある中、捕獲による個体数削減に取り組ん
でいる。捕獲後の個体処理について、新たな処理施設の整備を進めている。

【事業の目的及び効果】 
　新たな減容化施設を設置することにより、捕獲及び処理に係る労力軽減を図り、捕
獲効率の向上に資する。また、不法投棄を防止し、環境面への配慮を図る。

【事業の内容】 
　旧国府町クリーンセンター内に新たに鳥獣処理施設を整備するため、既設シャッ
ターの修繕、トイレの設置を行う。
　シャッター修繕　　　　８６２千円
　トイレ設置　　　　２，３１６千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農０１１ 項　　目　　名 減容化施設整備事業費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 31 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１２ 項　　目　　名 射撃場管理運営費

予算書項目 射撃場管理運営費 ページ 31 所　　属　　名

農林水産部 
農政企画課年度 R3

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-30-8303 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　野生鳥獣による農作物被害が増加する中、捕獲による個体数削減に取り組んでいる
が、銃猟免許所有者は高齢化により減少も顕著している。
　射撃場の適正な運営により狩猟者を育成・確保していく必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　適正な射撃場の運営を実施し、銃猟者の育成・確保による捕獲を 強化することによ
り、農作物被害の軽減を図る。 

【事業の内容】 
　利用者増によるクレーの追加購入（３万枚分）
　４月～６月の利用実績（参考）
　・令和元年度　２９４人
　・令和２年度　１６０人
　・令和３年度　３５５人

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 413 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 190,624 

要求額 413 

総務部長段階査定額 413 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 413 諸収入 0 

計 413 その他 0 

行財政改革課処理欄

32



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１３ 項　　目　　名 もうかる６次化・農商工連携支援事業

予算書項目 もうかる６次化・農商工連携支援事業 ページ 31 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 R3

一般会計 【問合せ先】水産漁港係 0857-30-8312 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　農林水産物価格が低迷傾向にある中、農林漁業者の所得確保の手段のひとつとして
６ 次産業化（農商工連携）の取り組みが有効と考えられる。 
　しかし、農林漁業者の主体的な６次産業化への取り組みには、新たな加工機械導入
等 の大きな投資が必要となる。 
　このため、こうした取り組みに対し支援を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　意欲ある農林漁業者や連携する食品加工業者等が行う６次産業化・農商工連携によ
る 取り組みを支援することにより、元気な農林漁業者を育成し、本市の農林水産業の
振興 と地域経済の活性化を図る。 

【事業の内容】 
　もうかる６次化・農商工連携支援事業（農商工連携型） 
　包装機（パッキング加工機）　一式　事業費９，６８４千円 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助金３，２２８千円（県：１／３）　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,228 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,228 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 0 

要求額 3,228 

総務部長段階査定額 3,228 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,228 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１４ 項　　目　　名 漁業研修事業費

予算書項目 漁業振興対策事業費 ページ 31 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 R3

一般会計 【問合せ先】水産漁港係 0857-30-8312 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　現在、漁業就労者は減少傾向にあり、また高齢化も進行しており将来の漁業者の不
足 が懸念されている。また、新規漁業就業希望者はほとんど漁業経験がなく、新たに
漁業に 従事するためには漁業技術の研修が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　漁業経営体・漁協等が漁業就業希望者を雇用し、漁労技術等の研修を実施すること
に より、新規就業者の円滑な確保及び雇用機会の創出を図る。 

【事業の内容】 
　新規漁船員を雇用し研修生として漁労技術の指導を行うため必要な費用を助成す
る。 
　事業実施主体：鳥取県漁業協同組合 
　事業対象漁業種：沖合底びき網漁業 
　雇用研修者：１名増（当初６名→変更７名） 
　事業費：市１６３千円＋県８２３千円＝９８６千円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 823 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 986 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 20,998 

要求額 986 

総務部長段階査定額 986 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 163 諸収入 0 

計 986 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１５ 項　　目　　名 砂丘畑送水施設維持管理費

予算書項目 県営事業負担金 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R3

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8316 

【１１次総の施策体系】2104

【事業の経過及び背景】 
　従来湖山池から直接取水していた湖東大浜土地改良区について、平成１７年度から
塩分導 入実験開始による高塩分化に伴い、池から直接取水できなくなるため、県が送
水費用を一 部負担している。 

【事業の目的及び効果】 
　施設の老朽化と送水量の増加に伴う負荷の増により、設備の修繕が必要になってお
り、 適正な送水機能の回復を図る。 

【事業の内容】 
　・事業主体　鳥取県 
　・事業費　　６０５，０００円（負担割合：県７０％、市３０％） 
　・市負担額　１８１，５００円 
　・事業内容　テレメーター変換器修繕

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 182 0 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 182 

総務部長段階査定額 182 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 182 諸収入 0 

計 182 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１６ 項　　目　　名 奥沢見渇水対策施設基金積立金

予算書項目 奥沢見渇水対策施設基金積立金 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R3

一般会計  【問合せ先】総務係 0857-30-8316 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　国土交通省より移管された奥沢見渇水対策施設の維持管理を図るため、令和３年度
に基 金を設置した。 

【事業の目的及び効果】 
　運用に伴う基金への積み立て 

【事業の内容】 
　積立金　７，４１０千円

　※その他財源の諸収入は、国からの補償金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,410 0 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 7,410 

総務部長段階査定額 7,410 

地方債 0 0 

その他 7,410 0 

一般財源 0 諸収入 7,410 

計 7,410 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１７ 項　　目　　名 農業水利施設保全高度化事業費

予算書項目 農業水利施設保全高度化事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R3

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-30-8317 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　農業の基礎的な生産基盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排水
路等 の農業用施設全般の整備・補修が求められる。 

【事業の目的及び効果】 
　長寿命化・防災減災整備計画を作成し、長寿命化対策に資する農業用用排水施設等
の整 備を行うことで、効率的な農業運営・管理を実現する。 

【事業の内容】 
　服部排水機場機能保全計画策定　事業費　４，４３０千円
　・実施主体　鳥取市 
　・事業内容　農業水利施設の整備 に伴う機能保全計画策定
　・負担区分　国１００％ 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,430 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,430 0 

農業費

目 農地費

補正前額 31,800 

要求額 4,430 

総務部長段階査定額 4,430 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 4,430 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１８ 項　　目　　名 中山間地域等直接支払交付金

予算書項目 中山間地域等直接支払事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 R3

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8316 

【１１次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　中山間地域等直接支払制度は、第１期対策（Ｈ１２～Ｈ１６）、第２期対策（Ｈ１
７～Ｈ２１）、第３期対策（Ｈ２２～Ｈ２６）を経て、平成２７年度より法制化さ
れ、第４期対策（Ｈ２７～Ｒ１）が実施さ れ、第５期対策（Ｒ２～）を継続して行わ
れる。 

【事業の目的及び効果】 
　条件不利地の中山間地域で農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払を実施する
こと で、農業生産活動を継続して耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保す
る。 

【事業の内容】 
　＜対象地域＞ 
　　特定農山村法、山村振興法、過疎法に指定された地域及び県知事が特に必要と認
　める 地域のうち、急傾斜地（田１／２０以上、畑１５度以上）及び、緩傾斜（田１
　　／２０ 未満１／１００以上、畑１５度未満８度以上）で面的まとまりのある農用
　　地等。 
　＜対象者＞ 
　　集落協定に基づき５年以上継続して農業生産活動を行う農業者等。 
　＜事業実施期間＞ 
　　令和２年度より５年間（第５期対策)）
　＜令和３年度＞ 
　　（三法地域：国５０％、県２５％、市２５％） 
　　（知事特認地域：国３３％、県３３％、市３４％) 

　・交付金　見込み　５，６４８，０７２円

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,081 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,649 0 

農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 94,093 

要求額 5,649 

総務部長段階査定額 5,649 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,568 諸収入 0 

計 5,649 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 281 諸収入 0 

計 281 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 281 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 281 

総務部長段階査定額 281 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 

【１１次総の施策体系】2404 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により収益が減少した若桜鉄道（株）において、
アフ ターコロナを見据えた運行継続に資する実証運行を実施することとなり、この実
証運行に係る経費を県と沿線自治体（若桜町、八頭町、鳥取市）で負担する。 

【事業の目的・効果】 
　県東部地域の重要な生活交通である「若桜鉄道」の運行継続に資する取組を支援す
るこ とで、本市のみならず県東部地域の生活交通の確保に寄与する。 

【事業の内容】 
　若桜鉄道（株）が令和３年１０月に実施する実証運行事業に係る経費を県、若桜
町、八頭 町、鳥取市が協調支援する。 

・実証運行事業費：８，７７７千円 
・実証運行期間　：令和３年１０月１日～１０月３１日 
・負担割合　　　：県１／４　２，１９４千円　 
　　　　　　　　　沿線市町１／４　２，１９４千円 
　　　　　　　　　(鳥取市:２８１千円、八頭町:９５５千円、若桜町:９５８千円)
　　　　　        ※各沿線市町の負担金額は若桜鉄道(株)の出資比率により算定

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００１ 項　　目　　名 若桜鉄道実証運行負担金

予算書項目 運輸交通関係負担金等 ページ 25 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 7,000 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 9,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,000 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 16,610 

要求額 9,000 

総務部長段階査定額 9,000 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 

【１１次総の施策体系】2404 

【事業の経過及び背景】 
　公共交通の運転者不足や利用の大幅な減少により、バス路線等の廃止や減便が続い
てい る。一方、少子高齢化が進展し、持続可能な利便性の高い生活交通の確保が求め
られてい る。こうした中、本市ではＮＰＯやまちづくり協議会と連携し、交通空白地
有償運送（共助 交通）の取組を推進している。 
　平成２１年　２月～　末恒地区（ＮＰＯ法人ＯＭＵ、定時） 
　平成３１年　４月～　大和地区（大和地区まちづくり協議会、予約） 
　令和　３年　４月～　国英地区（いきいき国英ふるさとづくり協議会、定時） 
　令和　３年１０月～　佐治町　（特定非営利活動法人さじ未来、定時・予約）

【事業の目的及び効果】 
　交通空白地域における生活交通の確保を目的として、ＮＰＯやまちづくり協議会等
が取り 組む交通空白地有償運送を支援することで、地域の実情に沿った持続可能な利
便性の高い 生活交通の確保を図る。 

【事業の内容】 
　令和４年４月から用瀬町及び河原町散岐地区で運行を開始する交通空白地有償運送
に使用 する車両の購入費を補助する。 

　補助対象者：いきいき社まちづくり協議会（用瀬町）
　　　　　　　ふるさと散岐地域づくり協議会（河原町） 
　補助率：１０／１０ 
　補助上限額：４，５００千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,000 0 

都００２ 項　　目　　名 地域主体型生活交通確保支援事業費

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 25 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 155 諸収入 0 

計 155 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 155 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 110 

要求額 155 

総務部長段階査定額 155 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 

【１１次総の施策体系】2404 

【事業の経過及び背景】 
　交通事業者の運転者不足が深刻化し、路線の縮小や廃止が続いている。一方、少子
高齢 化が進展し、持続可能な利便性の高い公共交通の確保が求められている。
　このような中、ＡＩやＩｏＴを活用した無人自動運転等の実用化に向けて、新たな
技術の開発、関係法令 の整備等が急速に進展しており、本市においても、無人自動運
転技術を活用し た新たな公共交通システムの構築が重要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　持続可能な公共交通サービスの提供を確保するため、路線バスなどの公共交通機関
への無人自動運転技術の導入に向けた検討を行う。

【事業の内容】 
　無人自動運転技術の導入に向けた実証運行の企画や課題の整理、普及啓発の推進な
どに 取り組む「鳥取市次世代モビリティ推進協議会（仮称）」を発足する。 

　●鳥取市次世代モビリティ推進協議会（仮称） の概要
　　・構成メンバー：交通事業者、観光事業者、学識経験者、警察、国、県など 
　　・会議開催：３回（予定）
　　・事業費　：１５５千円（委員報償費など）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００３ 項　　目　　名 未来型地域交通連携確保事業費

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 25 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,189 諸収入 0 

計 2,377 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,377 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 2,377 

総務部長段階査定額 2,377 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 

【１１次総の施策体系】2404 

【事業の経過及び背景】 
　本市の生活交通を担う交通事業者の経営は、利用者の大幅な減少や運転者の高齢
化、人 材不足により危機的な状況にあり、路線バスやタクシー事業の縮小が続いてい
る。 
　気高町、鹿野町においては、令和３年３月にタクシー営業所が廃止となり、また、
平成１８年から運行している「気高循環バス」の利用が低迷しているため、地域の実
情に沿った生活交通の確保に向けた対策が必要となっている。

【事業の目的及び効果】 
　本市の生活交通の確保に向けた様々な取組を推進することで、地域の実情に沿った
持続 可能な利便性の高い生活交通の確保を図る。 

【事業の内容】 
　気高町、鹿野町において、今後の生活交通のあり方を検討 するための住民等意識調
査を実施する。 

　●住民等意識調査の概要 
　　・調査対象：気高町、鹿野町の住民及び事業所　 
　　・調査項目：移動手段、移動目的、気高循環バスの利用状況など 
　　・実施時期（予定）：令和３年１０月

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,188 0 

都００４ 項　　目　　名 生活交通確保対策推進事業費

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 25 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 100 諸収入 0 

計 200 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 200 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 0 

要求額 200 

総務部長段階査定額 200 

一般会計 【問合せ先】交通政策課 0857-30-8326 

【１１次総の施策体系】2404 

【事業の経過及び背景】 
　新型コロナウイルス感染症の影響により路線バスや高速バスの利用は大幅に減少
し、バ ス事業者の経営は危機的な状況に陥っている。 
　今後、本市公共交通の中核を担うバス事業を存続させるために、アフターコロナを
見据 えた利用環境の改善が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　バス事業者等が実施するバス利用環境の改善に資する事業を支援することで、利用
者の 利便性・満足度の向上につなげ、利用回復を図る。 

【事業の内容】 
　鳥取バスターミナル(株)が実施する、鳥取バスターミナルビル内のデジタル サイ
ネージ設置事業に係る経費を県と連携し支援し、時刻表や運行情報を配信するととも 
に、緊急案内などをリアルタイムに提供することで、利用者の利便性向上を図る。 

　・事業費：２００千円 
　・補助事業対象者：鳥取バスターミナル(株) 
　・補助率：１０／１０（県：１／２、市：１／２）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 100 0 

都００５ 項　　目　　名 鳥取バスターミナルデジタルサイネージ設置支援事業費

予算書項目 生活交通確保対策事業費 ページ 25 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,702 諸収入 0 

計 1,702 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,702 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 1,702 

総務部長段階査定額 1,702 

一般会計 【問合せ先】中心市街地整備課 0857-30-8331 

【１１次総の施策体系】2402 

【事業の経過及び背景】 
　本市の中心市街地は、山陰東部圏域の主要な交通結節点である鳥取駅が位置してお
り、その周辺は多くの商業機能や文化機能を 有しているが、中心市街地の歩行者通行
量や小売販売額は年々減少し、空き家や空き店舗 も増加している。 
　本市のめざす「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現のためには中心市街
地の活性 化は必要不可欠であり、平成１９年には、中心市街地活性化法の改正を受
け、鳥取市中心 市街地活性化基本計画、平成２５年には第２期鳥取市中心市街地活性
化基本計画、平成３ ０年には第３期鳥取市中心市街地活性化基本計画を策定し、様々
な取組を進めている。（第３期鳥取市中心市街 地活性化基本計画の計画期間：平成３
０年４月～令和５年３月） 

【事業の目的及び効果】 
　現行の中心市街地活性化基本計画の計画期間の終了後、引き続き中心市街地の再生
に取 り組むため、新たな中心市街地活性化基本計画策定を予定している。現 行計画の
成果を検証し、計画策定の根拠資料とするため、基礎データの取りまとめを行う 。 

【事業の内容】 
　中心市街地活性化に関する市民アンケートの実施
　・調査対象者：市全域の満１５歳以上の市民無作為抽出
　・調査件数：４，０００件

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００６ 項　　目　　名 中心市街地活性化基本計画策定費

予算書項目 中心市街地活性化推進事業費 ページ 31 所　　属　　名

都市整備部 
中心市街地整備課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,557 諸収入 0 

計 1,557 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,557 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 300,651 

要求額 2,205 

総務部長段階査定額 1,557 

一般会計 【問合せ先】管理係、維持第一係、維持第二係 0857-30-8351 

【１１次総の施策体系】2401

【事業の経過及び背景】 
　管理すべき市道延長の増加、道路施設の増加、老朽化により一定規模の管理費・維
持補 修費が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　道路及び道路施設等の維持作業、損傷箇所の修繕を行い、もって市道を適切に管理
する 。 

【事業の内容】
　・（仮称）市道新橋通りスムース横断歩道実証実験
・　　新たな生活道路の交通安全対策の内容や効果に係る市民の理解、および認知度
・　の向上を図るため、警察庁、国交省と連携して実証実験（可搬型ハンプ設置）
・　を行う。
　・案内標識設置業務　　　 
　　　令和４年４月から試運転を始める新可燃物処理場「リンピアいなば」への案内
・　標識を２か所設置する。

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

都００７ 項　　目　　名 道路管理費

予算書項目 道路管理費 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 256,211 諸収入 0 

計 269,361 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 269,361 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 18,967 

要求額 269,361 

総務部長段階査定額 269,361 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8351 

【１１次総の施策体系】2401、3101

【事業の経過及び背景】 
　冬季の生活路線の円滑な交通を確保する。 

【事業の目的及び効果】 
　幹線、バス路線を主とした市道の除雪を行い円滑な交通を確保する。 

【事業の内容】 
　車道・歩道除雪作業（直営及び委託）、消雪パイプの保守点検・巡回業務、積雪観
測業 務、凍結防止剤散布業務（委託）、除雪車両（市所有分）の点検整備、その他除
雪に必要な資材の購入等。 
 （実績）
　平成２８年度　４２０，２２９千円（工事関連外実績） 
　平成２９年度　２８１，６５５千円（　　　〃　　　） 
　平成３０年度　１６５，０８０千円（　　　〃　　　） 
　令和　元年度　１６８，３４７千円（　　　〃　　　） 
　令和　２年度　４７５，２２２千円（　　　〃　　　） 
　令和　３年度　　１２，６５０千円（当 初 予 算 額） 
．令和　３年度　　　６，３１７千円（６月補正予算額）

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 13,150 0 

都００８ 項　　目　　名 除雪費

予算書項目 除雪関係費 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 330 諸収入 0 

計 330 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 330 0 

教育総務費

目 事務局費

補正前額 1,540 

要求額 330 

総務部長段階査定額 330 

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-30-8403 

【１１次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】
　鳥取市立中学校総合誌の記載内容にプライバシー等を侵害されたとして、市民から
の要望書を受け、教育委員会が回答を行ったが、その回答文書の作成と決裁の過程で
虚偽の記載があり精神的苦痛を受けたなどとして、平成２３年９月２０日に鳥取市を
被告とする損害賠償請求の訴えが提起されて以来、繰り返し訴訟提起が行われてい
た。
　その後、最高裁判所による棄却（平成２７年８月）の判決が確定し、再審の提訴も
平成３１年２月に最高裁判所により棄却決定されたが、令和２年６月に再び訴訟提起
があり、係争中となっていた。

【事業の内容】　 
　原告の請求を棄却する第一審の判決を不服として、令和３年１月に控訴請求のあっ
た控訴事件について、原告の請求を棄却する判決があったが上告されたため、上告審
の着手金を予算計上するもの。

　本訴訟に係る弁護士費用
　　着手金　　３３０千円 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００１ 項　　目　　名 事務局運営費

予算書項目 事務局運営費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,205 諸収入 0 

計 18,609 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 18,609 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 559,756 

要求額 20,606 

総務部長段階査定額 18,609 

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-30-8411 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは
直営方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移
行し現在に至る。
　年々、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。

【事業の目的及び効果】
 　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に、遊び及び生
活の支援を行い、児童の心身共に健全な育成を図る。

【事業の内容】 
　事業の執行見込による増額 
　・子ども・子育て支援交付金の単価改定に伴う委託料の増額 　４，７３７千円
　・その他委託料（加算等）の執行見込に伴う増額　１３，８７２千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 12,404 0 

教００２ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 27 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 6,100 0 

その他 0 0 

一般財源 134 諸収入 0 

計 8,254 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 8,254 0 

社会教育費

目 文化財保護費

補正前額 33,010 

要求額 8,254 

総務部長段階査定額 8,254 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-30-8421 

【１１次総の施策体系】2302 

【事業の経過及び背景】
　あおや郷土館は、鳥取市西部地域の歴史・文化の拠点施設、また山陰海岸ジオパー
クの拠点施設の一つである。（公財）鳥取市文化財団を指定管理者として適切な管理
運営に努めている。

【事業の目的及び効果】 
　国の「文化施設の感染拡大予防・活動支援環境整備事業」補助金の二次募集に呼応
し、新型コロナウイルス感染症対策のため、あおや郷土館の空調機器を更新する。 

【事業の内容】 
　国庫補助対象：展示室・ロビー部分の空調機器及び非接触型体温計整備(4,042千円)
　　　　　　　　国庫補助＝対象事業費の1/2(2,020千円)

　補助対象外　：収蔵庫、事務室等の空調機器整備(4,212千円)

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,020 0 

教００３ 項　　目　　名 青谷上寺地遺跡展示館・あおや郷土館運営管理費

予算書項目 青谷上寺地遺跡展示館・あおや郷土館管理費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
文化財課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 284 0 

一般財源 286 諸収入 284 

計 570 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 570 0 

社会教育費

目 文化財保護費

補正前額 49,780 

要求額 570 

総務部長段階査定額 570 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-30-8421 

【１１次総の施策体系】2302 

【事業の経過及び背景】
　因幡万葉歴史館は本市ゆかりの歌人大伴家持の編さんした万葉集と本市の古代の歴
史を展示する施設である。
　（公財）鳥取市文化財団を指定管理者として、学芸員を配置し適切な管理運営を
行っている。

【事業の目的及び効果】 
　令和３年７月７日の大雨で破損した因幡万葉歴史館の雨樋等の修理を行う。
　（修理費の1/2は建物等損害共済の保険金）

【事業の内容】 
　雨樋修繕（４か所）・シール材充填

　※その他財源の諸収入は、建物等損害共済金

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００４ 項　　目　　名 因幡万葉歴史館管理費

予算書項目 因幡万葉歴史館管理費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
文化財課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 305 0 

一般財源 984 諸収入 305 

計 1,289 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,289 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 64,821 

要求額 1,320 

総務部長段階査定額 1,289 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-30-8426、施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市には、公民館以外に生涯学習の推進及び地域活性化を目的とした施設として
集会所（コミュニティ施設等）を設置しており、地域住民をはじめ多くの市民に利用
されている。
　これらの施設においては、経年劣化等による損傷等が生じているため、利用者の安
全確保及び施設の保全を図るためにも早期に修繕を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】
　損傷箇所を早期に修繕し、利用者の安全確保と施設の保全を図る。

【事業の内容】 
（１）災害復旧による修繕（７月７日大雨）
　・国府町コミュニティセンター天井ボード等修繕
（２） 経年劣化による修繕
　・気高町コミュニティセンター受電設備修繕

　※その他財源の諸収入は、建物等損害共済金　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００５ 項　　目　　名 集会所管理費

予算書項目 社会教育施設管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 187 諸収入 0 

計 187 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 187 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 81,119 

要求額 187 

総務部長段階査定額 187 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市文化センターは、市民の生涯学習の推進及び学術並びに地域文化の発展を図
ることを目的として設置され、「生涯学習センター」や「こども科学館」等、多岐に
わたる役割を担う施設として多くの市民に利用されている。
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、センター１階の防火扉の閉鎖
不良が確認されたため、利用者の安全確保のためにも早期に修繕を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　施設を適切に維持管理し、利用者の安全確保を図る。 

【事業の内容】 
　文化センター１階防火扉修繕　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００６ 項　　目　　名 文化センター施設整備費

予算書項目 文化センター施設整備費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 171 諸収入 0 

計 171 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 171 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 34,631 

要求額 1,527 

総務部長段階査定額 171 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-30-8426、施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　さじアストロパークは、１０３ｃｍ反射望遠鏡やプラネタリウム、様々な展示物、
宿泊施設 等を備えた国内有数の公開天文台である。生涯学習施設として天文教育や理
科教育などを 担い、地元鳥取市はもちろん、美しい星空を求めて岡山県や京阪神方面
等の広い地域から来館者がある施設である。
　施設のトイレについて、換気設備（換気扇）が故障しているため早期に修繕を行う
必要がある。 

【事業の目的及び効果】 
　故障箇所を早期に修繕し、利用者の利便性の向上を図る。

【事業の内容】 
　佐治天文台ドーム１階トイレ換気扇修繕

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００７ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 69 諸収入 0 

計 69 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 69 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 451 

要求額 69 

総務部長段階査定額 69 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-30-8426、施設係 0857-30-8428

【１１次総の施策体系】1103

【事業の経過及び背景】  
　さじコスモスの館は、さじアストロパークの園地内にある宿泊施設であり、星空や
周辺の自然を満喫できる施設となっている。
　消防法に基づく消防用設備等の点検を行った結果、本館エントランスに設置してい
る自動火災報知設備等の動作不良が確認されたため、利用者の安全確保を図るために
早期に修繕を行うものである。

【事業の目的及び効果】  
　施設を適切に維持管理し、利用者の安全確保を図る。

【事業の内容】  　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　本館１階火災報知設備差動式スポット型感知器取替（２か所）
　本館２階火災報知設備光学式スポット型感知器取替（１か所）
　本館１階避難誘導灯非常用バッテリー取替（２か所）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００８ 項　　目　　名 さじコスモスの館運営管理費

予算書項目 さじコスモスの館運営管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 306 0 

一般財源 640 諸収入 306 

計 946 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 946 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 37,810 

要求額 946 

総務部長段階査定額 946 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1303 

【事業の経過及び背景】 
　現在、鳥取市には、鳥取地域の直営管理の地区体育館が２４館、新市域の直営管理
の体 育館が７館あり、地域の身近な体育施設として多くの市民に利用されている。 
　これらの施設においては、経年劣化等による損傷等が生じているため、利用者の安
全確保及び施設の保全を図るためにも早期に修繕を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】
　損傷箇所を早期に修繕し、利用者の安全確保と施設の保全を図る。

【事業の内容】 
（１）災害復旧による修繕（７月７日大雨）
　　　東郷体育館　　屋根部軒天ボード修繕
　　　稲葉山体育館　屋根部軒天ボード修繕
（２）経年劣化に伴う修繕
　　　津ノ井体育館　屋根部等防水修繕

　※その他財源の諸収入は、建物等損害共済金

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００９ 項　　目　　名 地区体育館管理費

予算書項目 地区体育館管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R3

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 162 0 

一般財源 674 諸収入 162 

計 836 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 836 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 218,830 

要求額 1,452 

総務部長段階査定額 836 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-30-8428 

【１１次総の施策体系】1303 

【事業の経過及び背景】  
　本市の体育施設においては、市内全域を対象に幅広い市民層に利用いただける施設
については指定管理者制度を導入し、民間のノウハウを用いた施設の運営管理を行っ
ている。
　これらの施設においては、経年劣化等による損傷等が生じているため、利用者の安
全確保及び施設の保全を図るためにも早期に修繕を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】  
　損傷箇所を早期に修繕し、利用者の安全確保と施設の保全を図る。

【事業の内容】  
（１）災害復旧による修繕（７月７日大雨）
　　　気高町農業者トレーニングセンター屋根部軒天ボード修繕
（２）建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検結果による修繕
　　　鳥取市武道館防火扉修繕
（３）消防法に基づく消防用設備等の点検結果による修繕
　　　鳥取市Ｂ＆Ｇ海洋センター煙感知器修繕
（４）経年劣化に伴う修繕
　　　河原町勤労者体育館外壁筋交い修繕

　※その他財源の諸収入は、建物等損害共済金

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１０ 項　　目　　名 体育施設管理費

予算書項目 体育施設管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,581 諸収入 0 

計 1,581 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,581 0 

社会教育費

目 市民図書館費

補正前額 18,249 

要求額 1,581 

総務部長段階査定額 1,581 

一般会計 【問合せ先】市立図書館 0857-27-5182 

【１１次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　気高図書館のエアコンについては、平成３０年度から不具合が生じ、令和２年度か
ら順 次更新を予定。８系統のうち、令和３年度の事業実施分を含めて、５系統の更新
が完了し た。 

【事業の目的及び効果】 
　令和３年７月に故障したエアコンの未更新３系統を早急に更新し、適切な施設管理
を行う。 

【事業の内容】 
　気高図書館のエアコンの未更新３系統（１階事務室・多目的コーナー・２階郷土資
料室 ）の３機を更新する。

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１１ 項　　目　　名 一般管理費（市民図書館）

予算書項目 図書館事務費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
市立図書館年度 R3
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,826 諸収入 0 

計 16,826 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,826 0 

公債費

目 利子

補正前額 12,502 

要求額 20,219 

総務部長段階査定額 16,826 

一般会計 【問合せ先】出納係 0857-30-8436

【１１次総の施策体系】0003

【事業の経過及び背景】
　新型コロナウイルス感染症対策として拡充した制度融資のための原資を確保する必
要があり、一時借入を行う。

【事業の目的及び効果】
　地域経済変動対策資金（コロナ枠）預託等に係る一時借入金利息 

 【事業の内容】
　既決予算（４～６月見積額） １２，０８３，０００円 
　支払実績（４～６月借入分） 　３，８２１，９１６円 
　今後必要額（１０月以降）　 ２５，０８６，５６７円 

款 公債費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

各種００１ 項　　目　　名 一時借入金利子

予算書項目 一時借入金利子 ページ 37 所　　属　　名

出納室 
年度 R3
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一 般 会 計 

 （債務負担行為概要） 





国 県 起 債 そ の 他 一般財源

258,765 258,765

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

鳥取市役所本庁舎で行う市民課総合窓口及び総合案内業務の包括委託
○委託内容：証明業務、徴収事務業務、総合案内業務 等
○委託期間：令和４年４月１日　～　令和７年３月31日（３年間）

平成30年度　　市民課業務包括委託契約締結（平成30年度は業務引継期間)
平成31年度　　民間事業者による本格的な事務委託を開始
　　　　　　　（委託期間は令和４年３月31日まで、３か年契約）
令和３年度～  鳥取市市政改革推進本部「総合窓口部会」で包括委託契約の効果検証
　　　　　　　「業務の効率化」や「市民アンケートの結果、窓口満足度の向上」を確認

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
令和３年11月　次期委託事業候補者 選定委員会 開催
令和４年１月　選定された次期委託事業者との委託契約締結
　　　　　　　（令和４年３月末までは引継等の期間で鳥取市の経費発生は無し）
令和４年４月  契約締結した民間事業者による新規契約の開始（令和６年度までの３か年契約）

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　事務の効率化などにより経費を削減しつつ、質の高いサービスを提供する取り組みとして、平成31年度か
ら、証明受付等の総合窓口業務及び総合案内業務について民間事業者へ包括委託してきた。
　現行契約が今年度で終了するが、柔軟で適切な人員配置などにより質の高い住民対応が可能となり、市
民アンケートの結果や市民からの意見で、高く評価をいただくなど成果があったことから、引き続き当該事業
に継続して取り組んでいく。

令和４年度～令和６年度

令和３年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

総合窓口管理事務費 市民課
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国 県 起 債 そ の 他 一般財源

290,229 290,229

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

福祉総合窓口業務等包括委託
○委託期間：令和４年４月～令和７年３月（３年間）
○委託場所：鳥取市役所本庁舎
○委託内容：窓口業務等（介護保険業務、障がい福祉業務、国民健康保険業務、国民年金業務、
　　　　　　特別医療業務、後期高齢者医療業務、児童手当業務、予防接種業務、乳幼児健診業
　　　　　　務及び福祉総合窓口業務）

平成31年４月　駅南庁舎において福祉総合窓口業務等包括委託開始
令和元年10月　新本庁舎において福祉総合窓口業務等包括委託開始（～令和４年３月まで）

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
令和３年11月　委託業者　選定
令和４年１月　委託契約　締結
令和４年４月　業務開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　福祉関係の手続を部署を超えてワンストップで対応する福祉総合窓口を設置している。当窓口
において質の高い市民サービスを効率的且つ安定的に推進していくため、部署を横断した形で包
括的に３年間の業務委託を行うもの。

令和４年度～令和６年度

令和３年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

福祉総合窓口業務等包括委託事業費 地域福祉課
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国 県 起 債 そ の 他 一般財源

35,240 35,240

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

 ① 風紋広場の維持管理に関する業務
 ② 風紋広場の利用に関する業務

平成21年度から指定管理者制度へ移行している施設であり、指定管理者による民間の能力を活用
し、住民サービスの向上、経費の節減を図りつつ効果的、効率的な管理を行っている。
　現指定管理者　　　（公財）鳥取市公園・スポーツ施設協会
　指定管理期間　　　平成29年４月１日から令和４年３月31日まで
　指定管理料　　　　H29　4,605千円　　　H30　4,662千円  　　　R１　4,706千円
　指定管理料　　　　R２　4,750千円　　　R３　4,750千円　　　合計　23,473千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおり。
 ① 公募を実施
 ② 指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定
 ③ 12月議会で指定管理者の指定議決
 ④ 12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示
 ⑤ ２～３月中に基本協定書の締結
 ⑥ ４月１日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第244条の２第３項、鳥取市都市公園条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指
定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意
と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

令和４年度～令和８年度

令和３年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市風紋広場の管理運営費 都市環境課

51



国 県 起 債 そ の 他 一般財源

88,040 88,040

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

令和３年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市殿ダム周辺広場の管理
運営費

都市環境課

 ① 殿ダム周辺広場の維持管理に関する業務
 ② 殿ダム周辺広場の利用に関する業務

　平成26年度から指定管理者による維持管理を行っている施設であり、経費の節減を図りつつ、
効果的、効率的な管理を行っている。
　現指定管理者　　　　吉田建設株式会社
　指定管理期間　　　　平成29年４月１日から令和４年３月31日まで
　指定管理料　　　　　H29　14,925千円　　　H30　14,925千円　　　 R１　　15,064千円
　指定管理料　　　　　R２　15,357千円　  　R３　15,381千円　　　合計 　 75,652千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおり。
 ① 公募を実施
 ② 指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定
 ③ 12月議会で指定管理者の指定議決
 ④ 12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示
 ⑤ ２～３月中に基本協定書の締結
 ⑥ ４月１日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第244条の２第３項、鳥取市殿ダム周辺広場の設置及び管理に関する条例及び鳥取市
公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入す
ることで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

令和４年度～令和８年度
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特 別 会 計 

（予算事業別概要） 





（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００１ 項　　目　　名 介護給付費準備基金積立金

予算書項目 介護給付費準備基金積立金 ページ 53 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年度繰越金の精算によるもの。

【事業の目的及び効果】 
　令和２年度介護給付費の事業費確定による介護保険料収入額及び基金繰入金の充当
残額を令和３年度に繰越して介護給付費準備基金に積立てを行い、介護給付費の急増
等不測の事態に備えることにより、介護保険事業の安定的な運営を行うもの。

【事業の内容】 
　 ＜基金積立金内訳＞
　　介護保険料充当残　508,395,730円
　　 基金繰入金充当残　　　491,619円
　　介護保険料延滞金　　1,114,074円
　　　　　　　　　　　510,001,423円

　※その他財源のその他は、前年度繰越金

款 積立金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 510,001 0 

積立金

目 積立金

補正前額 48 

要求額 510,001 

総務部長段階査定額 510,001 

地方債 0 0 

その他 510,001 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 510,001 その他 510,001 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００２ 項　　目　　名 国庫支出金等過年度分（介護給付費等）

予算書項目 国庫支出金等過年度分還付金 ページ 53 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年度繰越金の精算を行うもの。

【事業の目的及び効果】
　令和２年度介護給付費の事業費確定による国庫負担金、県負担金、社会保険診療報
酬支払基金交付金の充当残額を返還するもの。

【事業の内容】
　＜国庫負担金＞
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額
    3,303,512,400円　　－　3,146,675,675円　＝　156,836,725円（Ａ）

　＜県負担金＞
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額
    2,623,955,903円　　－　2,580,995,033円　＝　 42,960,870円（Ｂ）

　＜支払基金交付金＞
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額
    4,808,522,000円　　－　4,758,372,590円　＝　 50,149,410円（Ｃ）

　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝249,947,005円

　※その他財源のその他は、前年度繰越金

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 249,947 0 

償還金及び還付加算金

目 償還金

補正前額 1 

要求額 249,947 

総務部長段階査定額 249,947 

地方債 0 0 

その他 249,947 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 249,947 その他 249,947 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００３ 項　　目　　名 国庫支出金等過年度分（地域支援事業等）

予算書項目 国庫支出金等過年度分還付金 ページ 53 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

介護保険費特別会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8211 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年度繰越金の精算を行うもの。 

【事業の目的及び効果】 
　令和２年度地域支援事業の事業費確定による国庫補助金、県補助金、社会保険診療
報酬 支払基金交付金の充当残額を返還するもの。 

【事業の内容】 
　＜国庫補助金＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　　返還額 
　   278,210,343円　　－　　252,270,410円　　＝　　25,939,933円（Ａ） 

　＜県補助金＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　　返還額 
　   151,864,196円　　－　　137,695,811円　　＝　　14,168,385円（Ｂ） 

　＜支払基金交付金＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　　返還額 
     137,797,000円　　－　　124,854,550円　　＝　　12,942,450円（Ｃ） 

　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝53,050,768円 

　※その他財源のその他は、前年度繰越金

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 53,051 0 

償還金及び還付加算金

目 償還金

補正前額 0 

要求額 53,051 

総務部長段階査定額 53,051 

地方債 0 0 

その他 53,051 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 53,051 その他 53,051 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００４ 項　　目　　名 一般会計へ繰出

予算書項目 一般会計へ繰出 ページ 53 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 R3

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-30-8212 

【１１次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　令和２年度繰越金の精算を行うもの。 

【事業の目的及び効果】 
　令和２年度介護給付費及び地域支援事業費の事業費確定による一般会計繰入金の充
当残 額等を返還するもの。 

【事業の内容】 
　＜介護給付費充当分＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　返還額 
　　2,241,632,000円　　－　2,202,950,273円　＝　38,681,727円（Ａ） 
　＜事務費充当分＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　返還額 
　　240,596,000円　　　－　　225,299,303円　＝　15,296,697円（Ｂ） 
　＜低所得者保険料軽減分＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　返還額 
　　200,046,000円　　　－　　202,796,100円　＝ △2,750,100円（Ｃ） 
　＜地域支援事業費充当分＞ 
　令和２年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　　返還額 
　　141,423,000円　　　－　　121,260,316円　＝　20,162,684円（Ｄ） 
　＜地域支援事業手数料分＞ 
　　過年度分収入額　1,500円（Ｅ） 

　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＝71,392,508円 

　※その他財源のその他は、前年度繰越金

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 71,393 0 

繰出金

目 一般会計へ繰出

補正前額 0 

要求額 71,393 

総務部長段階査定額 71,393 

地方債 0 0 

その他 71,393 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 71,393 その他 71,393 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

観００１ 項　　目　　名 観光施設管理費

予算書項目 観光施設管理費 ページ 65 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

観光施設運営事業費特別会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　遊漁センター櫓かい側の給水設備の不具合による漏水が発生した。 

【事業の目的及び効果】 
　クーリングタワー（冷却塔）のバルブ取替等を行い、適正な施設管理を行う。

【事業の内容】 
　・受水槽ボールタップ取替 
　・クーリングタワー廻りバルブ、配管の取替 
　・不用な管の閉塞　　　など

款 観光施設費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 399 0 

観光施設事業費

目 観光施設運営費

補正前額 5,356 

要求額 399 

総務部長段階査定額 399 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 399 諸収入 0 

計 399 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

観００２ 項　　目　　名 温泉施設管理費

予算書項目 温泉施設管理費 ページ 65 所　　属　　名

経済観光部 
観光・ジオパーク推進課年度 R3

観光施設運営事業費特別会計 【問合せ先】観光政策係 0857-30-8291 

【１１次総の施策体系】2202 

【事業の経過及び背景】 
　①建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、国民宿舎山紫苑の防火扉の
　　開閉の不備が判明した。 
　②新たな旅のスタイルへの対応や宿泊施設を核とした地域観光ビジネスの展開が国
　　によって打ち出される中、経営改善に取り組む山紫苑も、ワーケーションの拠点
    や県認定の「サイクリストに優しい宿」として、施設の魅力向上のための受入環
    境整備が求められている。

【事業の目的及び効果】 
　山紫苑の適正な維持管理や観光客の新しい受入スタイルの構築に向け施設を改修す
ることで、宿泊施設としての魅力向上を図る。

【事業の内容】 
　① 山紫苑新館防火扉の開閉調整、収納用金具の交換（４０４千円）
　②山紫苑の施設改修（１５，９５０千円）
　　・新館へのワークスペースの新設
　　・本館家族風呂のバリアフリー化改修及び大浴場脱衣場へのトイレの新設

款 観光施設費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,354 0 

観光施設事業費

目 温泉施設管理費

補正前額 1,196 

要求額 17,750 

総務部長段階査定額 16,354 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,354 諸収入 0 

計 16,354 その他 0 

行財政改革課処理欄
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特 別 会 計 

 （債務負担行為概要） 





国 県 起 債 そ の 他 一般財源

16,779 16,779

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

指定管理者に以下の業務を委託する。

鳥取市気高町遊漁センターの管理運営に関する業務

指定管理者制度により施設の維持管理、運営を委託し、気高地域の観光振興拠点として地域活性
化を推進している。

　現指定管理者　　　有限会社　三晃
　前回債務負担額　　令和元年度～令和３年度　10,585千円
　指定管理料　　　　R１  3,351千円　　R２  3,617千円　　R３  3,705千円　　計 10,673千円
　　　　　　　　　　（消費税及び水道料金改定に伴う増額を含む）

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定
　３．12月議会で指定管理者の指定議決
　４．12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示
　５．１～２月中に基本協定書の締結
　６．４月１日より管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第244条の2第3項、鳥取市気高町遊漁センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取
市公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入
することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

令和４年度～令和６年度

令和３年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市気高町遊漁センターの
管理運営費

観光・ジオパーク推進課

61




